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現代社会と人権 名前

問1 2023年に鹿児島県で開催された国民体育大会（国体）や全国障害者スポーツ大会では、多くの市民がボランティアとして会場案内や運営の補助
にあたりました。このように、市民が主体となり、営利を目的とせずに社会的な課題の解決や公共の利益のために活動する「特定非営利活動法
人」の略称として適切なものはどれですか。 （2024年 鹿児島県公立入試 類似）

1. NPO 2. PKO 3. NGO 4. ODA

問2 1948年に国際連合総会で採択された、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である」という趣
旨を掲げ、世界各国が達成すべき共通の基準を示した宣言を何といいますか。 （2023年 滋賀県公立入試 類似）

1. 国際人権規約 2. 権利の請願 3. 世界人権宣言 4. 児童の権利に関する条約

問3 1980年から2050年までの日本の人口構成の推移と見通しについて、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上
）の三つの区分に分けて示された統計資料があります。この資料から得られる情報に基づいた分析として、不適切なものはどれですか。 （2021年

茨城県公立入試 類似）

1. 1980年から現在までの各世代の
人口割合の変化を比較し、少子高齢
化の進展状況を把握する。

2. 2050年までの将来推計値を参照
することで、将来的に老年人口が総
人口に占める割合を予測する。

3. 年少人口と生産年齢人口の推移を
比較することで、将来の労働力不足
という社会課題について考察する。

4. 資料に示された人口の数値と居住
面積の情報を組み合わせることなく
、単位面積あたりの人口密度の変化
を読み取る。

問4 日本が1994年に批准した「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」の条文では、自己の意見を形成する能力のある児童の権利について
どのように規定されていますか。適切なものを選びなさい。 （2022年 新潟県公立入試 類似）

1. 成人の意見に従うことを条件に、
特定の学習活動においてのみ意見を
述べる権利を確保する

2. 選挙権の行使と同様に、政治的判
断に関わる全ての事項に投票する権
利を確保する

3. 将来の職業選択に関してのみ、行
政機関に対して直接意見を表明する
権利を確保する

4. その児童に影響を及ぼす全ての事
項について、自由に自己の意見を表
明する権利を確保する

問5 17世紀末のイギリスにおいて、流血のない「名誉革命」を経て制定された法律を何といいますか。国王が議会の同意なしに法律の効力を停止す
ることなどを禁じ、議会の権限を確定させることで、近代的な議会政治を確立する基盤となりました。 （2018年 京都府公立入試 類似）

1. 権利の章典 2. 人権宣言 3. マグナ・カルタ 4. 権利の請願

問6 2013年から2021年にかけてスマートフォンの保有率が全世代で上昇傾向にある中、多くの事業者がスマートフォン決済を導入しています。こ
の決済システムを導入することによって、店舗などの事業者側が得られる直接的な利点として最も適切なものはどれですか。 （2024年 岩手県公立入試

類似）

1. スマートフォンの保有率は若年層
に限定されているため、特定の世代
のみをターゲットにした販売戦略を
立てやすくなる

2. 売上情報がデジタルデータとして
自動的に記録されるため、売上集計
などの会計業務を効率化できる

3. ポイント還元の費用はすべて決済
事業者が負担することが法律で義務
付けられているため、事業者は一切
のコストをかけずに集客できる

4. 現金による決済よりもレジ締め作
業の時間は長くなるが、顧客一人あ
たりの支払額を正確に把握できる

問7 現代の民主政治において、多数決を行う際に「少数意見の尊重」が強く求められる理由として、最も適切な説明はどれか。 （2018年 熊本県公立入試

類似）

1. 国民全員の意見が完全に一致しな
ければ、法律を制定してはならない
から

2. 多数派の意見は常に誤っており、
少数の意見こそが常に正しいから

3. 効率的に結論を出すことで、政治
にかかる費用を節約するため

4. 多数派の数に任せて、少数派の自
由や権利が不当に侵害されるのを防
ぐため

問8 SNSなどのソーシャルメディアにおいて、他人の氏名、住所、電話番号といった私生活に関する情報を本人の同意なく無断で公開する行為は、
人権侵害にあたる可能性があります。この場合、侵害されていると考えられる権利として最も適切なものはどれですか。 （2025年 和歌山県公立入試 類似）

1. 信教の自由 2. 表現の自由 3. プライバシーの権利 4. 財産権

問9 世帯の形態を「一人暮らしの単独世帯」「夫婦のみの世帯」「親と未婚の子どもの世帯」「親と未婚の子どもと祖父母の世帯」の四種類に分類
したとき、核家族の説明として適切なものはどれですか。 （2026年 新潟県公立入試 類似）

1. 「夫婦のみの世帯」と「親と未婚
の子どもの世帯」を合わせたもの

2. 「一人暮らしの単独世帯」と「夫
婦のみの世帯」を合わせたもの

3. 「一人暮らしの単独世帯」を除い
たすべての世帯を合わせたもの

4. 「親と未婚の子どもと祖父母の世
帯」のみを指したもの

問10 集団で意思決定を行う際、効率的に結論を出すために多数決が用いられることがありますが、多数決には「少数意見が切り捨てられる」という
課題があります。民主主義において、特定の選択肢に偏らず、少数意見を尊重しながら全員が納得できる結論を目指すプロセスを何と呼びます
か。 （2026年 神奈川県公立入試 類似）

1. 三権分立 2. 合意形成 3. 直接民主制 4. 委任統治

問11 現代の福祉において重要視されている、施設や製品などを設計する段階から、年齢、性別、国籍、障がいの有無などにかかわらず、最初から誰
もが利用しやすいように工夫するという考え方を何というか。 （2018年 岩手県公立入試 類似）

1. ノーマライゼーション 2. ワーク・ライフ・バランス 3. ユニバーサルデザイン 4. セーフティネット

問12 鳥取県における統計資料によれば、平成22年から平成27年の5年間で、出産や育児の時期に重なる25歳から44歳の女性の労働力率が上昇してい
ます。また、同期間には「放課後児童クラブ」や「病児・病後児保育施設」の数も増加しています。これらの状況から推察される、女性の労働
力率が上昇した主な要因として、最も適切なものはどれですか。 （2023年 鳥取県公立入試 類似）

1. 労働者の平均賃金が急速に上昇し
、共働きの経済的メリットが大きく
なったため

2. 育児と仕事を両立させるための支
援体制が整い、働き続ける環境が改
善されたため

3. 定年退職の年齢が引き上げられ、
高年齢層の女性の労働機会が増えた
ため

4. 県内の完全失業率が大幅に低下し
、求職者全員が職を得られるように
なったため

問13 現代社会において、インターネットをはじめとする情報通信技術を利用できる人と利用できない人の間に、所得や社会的地位、機会の差といっ
た格差が生じることが問題となっています。このような現象を指す言葉として適切なものを選択肢から選んでください。 （2023年 長崎県公立入試 類似）

1. バリアフリー 2. インフォームド・コンセント 3. マスメディア 4. デジタルデバイド


